
2022年度の概況  地域別の概況

新旧の脅威が命や生活を圧迫
　中東地域では、依然「アラブの春」後の
混迷が続いています。イエメン、シリア、
リビアの内戦の長期化、シリア周辺国で
の難民の固定化、コロナ禍からの経済・
社会的な回復の遅延、ウクライナ紛争に
よる経済や暮らしへの影響、気候変動に
よる水不足の深刻化など、複合的な危機
が顕在化しています。
　欧州地域では、ロシアのウクライナ侵
攻がウクライナと周辺国に重大な影響を
与えています。また、2023年2月のトル
コ・シリア大地震は住民だけでなく、両
国に滞在する多くの難民にも大きな影響
を及ぼしました。

迅速かつ中長期的な協力を展開
　こうした背景の下、2022年度は、①3つ
の危機（地政学的な危機、新型コロナウイ
ルス危機、気候変動の危機）に対する戦
略的協力、②日本の政策、開発経験や日
本らしさの共有の推進を柱に、迅速かつ
中長期的な視点で協力を展開しました。
　欧州地域では、地政学的な危機に対応
し、ウクライナ政府に対する財政支援や、
市民生活を支える浄水装置や発電機など
の提供と同時に、中長期的な復旧・復興を
見据え、地雷・不発弾対策などの協力も
開始しました。隣国のモルドバでは、保

健分野などでウクライナからの避難民と
住民の双方に裨益する協力を行いました。
また、トルコ・シリア大地震に際しては、
国際緊急援助隊を派遣するとともに、復
旧・復興に向けた協力も進めています。
　中東地域では、中小企業支援と雇用創
出に向け、パレスチナ銀行に初めての融
資を実施。シリア難民を受け入れている
ヨルダン政府への財政支援も行っていま
す。イラクでは、日本の技術を活用して、
環境規制に合致する高品質な石油製品の
精製事業に協力しています。
　また、コロナ禍により脆弱性が露呈し
た保健医療や社会保障体制の強化に向け
て、各国での人材育成や機材供与などに
加え、エジプトでのユニバーサル・ヘル
ス・カバレッジの推進、チュニジアの脆
弱層向け社会保障の拡大、パレスチナの
感染症廃棄物の処理対策に協力しました。
気候変動対策についても、JICAの貢献策
を検討するとともに、各国の能力強化に
取り組んでいます。 
　日本の開発経験や日本らしさの共有に
ついては、域内12カ国でJICAチェアなど
を通じて、知日派・親日派の一層の育成
に貢献しています。また、エジプトで「日
本式教育」に取り組む教員の能力強化を
図り、51校※のエジプト日本学校を拠点
に日本式教育の展開に協力しています。

ウクライナ：同国の地方自治体に供与された日本の建設機械。東日本大震災などで蓄積された日
本の復旧・復興にかかる知見を活用し、がれき処理の能力強化に貢献する協力を実施している

中東・欧州
3つの危機とウクライナ・トルコ支援

2022年度
事業規模 合計

3,867.01億円

技術協力
114.22億円

有償資金協力
3,491.39億円

無償資金協力
261.40億円

国・地域別事業規模（中東地域）

イラク 1,213.71億円 
エジプト 994.53億円 
モロッコ 226.14億円 
ヨルダン 158.30億円 
チュニジア 123.30億円 
パレスチナ 72.84億円 
シリア 3.75億円 
イラン 2.77億円 
アルジェリア 0.52億円 
イエメン 0.36億円 
サウジアラビア 0.31億円 
レバノン 0.26億円 
リビア 0.03億円 

国別事業規模（欧州地域）

ウクライナ 1,026.72億円 
モルドバ 26.78億円 
セルビア 5.05億円 
トルコ 4.13億円 
アルバニア 3.34億円 
コソボ 1.30億円 
モンテネグロ 1.26億円 
北マケドニア 1.15億円 
ボスニア・ヘルツェゴビナ 0.45億円 

（注）事業規模についてはP.37「地域別事業
規模」の注記を参照。なお、四捨五入の関
係上、合計が一致しないことがあります。

※　2023年3月現在。
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